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日頃より、本県の建設産業の振興に、格別の御高配を賜り深く感

謝申しあげます。 

つきましては、別紙の要望事項について、格別のご配慮を賜りま

すようお願い申しあげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成28年12月14日 

 

 

 

一般社団法人富山県建設業協会 

  会 長  近 藤 駿 明 

  



 

 

１ 公共事業予算の確保・拡大について 

国土形成計画（広域地方計画）、国土強靭化地域計画、第四次社会資本整備

重点計画等を通じ、社会資本整備の将来的見通しを、より具体的に明らかにす

るとともに、大規模災害等に備えた強靭な国土づくり、地域経済の活性化、地

方創生に向け、持続的・安定的な公共事業予算の確保・拡大をお願いしたい。 

また、国の平成29年度公共事業当初予算においては、本県に対し、今年度を

大幅に上回る額が配分されるようお願いしたい。 

 

 

２ 予定価格に対する低入札調査基準価格の割合の引上げについて 

ダンピング受注は、工事の手抜きや下請け業者へのしわ寄せ等につながりや

すく、建設業の健全な発展を阻害するため、低入札調査基準価格は極めて重要

である。 

今年4月低入札調査基準価格の算定に用いる「現場管理費率」の見直しによ

り、低入札調査基準価格は引き上げられたが、ダンピング対策強化の観点から

更なる引き上げが必要であり、予定価格に対する低入札調査基準価格の割合が

90％を超えるよう算定率の見直しをお願いしたい。 

 

 


